












 

 

　② 両年度分の異動届出書を作成する場合、本欄は異動年月日時点で現に特別徴収している特別徴収税額について記載してください。
　③ 両年度分の異動届出書を提出する場合における、現年度分及び新年度分それぞれの異動後の税額については、原則として以下の徴収方法によることを希望しているものとして扱われます。
　　 (現年度分)本欄で選択した徴収方法。 　　(新年度分)「１．特別徴収継続の場合」欄に記載があった場合は新しい勤務先における特別徴収。記載がなかった場合は普通徴収。

３．普通徴収の場合 〇１月１日から４月30日までに退職した場合は、本人の申出がなくても一括
　徴収することが義務付けられています（地方税法 第321条の５第２項）。
〇12月31日以前の退職者について、可能な限り一括徴収をお願いします（退
　職後、国外へ転出する場合は特にご協力ください）。

理
　
由

１．異動が　　　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２．　　　年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため

３．死亡による退職であるため
 ※市町村
　 記入欄

(注) 新年度分又は両年度分の異動届出書を作成する場合における「異動後の未徴収税額の徴収方法」欄等の記載方法
　① 新年度分の異動届出書を作成する場合であって、新しい勤務先において特別徴収されることを希望する場合、本欄は記載せずに、「１．特別徴収継続の場合」欄に必要事項を記載してください。
　　 普通徴収されることを希望する場合、本欄及び各徴収方法欄は記載不要です。

２．一括徴収の場合   左記の一括徴収した税額は、

 　　　 月分（翌月10日納入期限分）で

  納入します。

理
　
由

１．異動が　　　年12月31日までで、一括徴収の申出があったため

２．異動が　　　年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がないため

徴収予定月日
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

月 日 円

１．特別徴収継続の場合   新しい勤務先へは、

  月割額　　　　　  円を　　　 月分（翌月10日納入期限分）

  から徴収し、納入するよう連絡済みです。

(

特
別
徴
収
義
務
者

)

新
し
い
勤
務
先

特別徴収義務者
指 定 番 号 　20001 法 人 番 号 　800000000△△△△

所 在 地
〒421-0533
　牧之原新庄△△△-△

担
当
者
連
絡
先

所
属 　人事

フ リ ガ ナ 　マキノハラカコウ 氏
名 　駿河　三郎 受 給 者 番 号 　22002

氏 名 又 は
名 称 　牧之原加工　株式会社 電

話
　0548-58-△△△△
　　　　　　　 内線（　 　　　）

納 入 書 の 要 否
(新規の場合のみ記載)

１．必要　 ２．不要

120,000

１．退　　職
２．転　　勤
３．休　　職 ・ 長　　欠
４．死　　亡
５．支払少額 ・ 不 定 期
６．合　　併 ・ 解　　散
７．そ の 他

月から 月から 年 １．特 別 徴 収 継 続

２．一   括   徴   収

３．普   通   徴   収
　   （本 人 納 付）

受 給 者 番 号 　12001
１ 月 １ 日
現 在 の
住 所

　牧之原市牧之原△△△-△ 月まで 月まで 月

異 動 後
の 住 所 　同上 60,000 60,000

日
円 円 円

　　　　 ○○年○○月○○日 提出

個 人 番 号
又 は 法 人 番 号 　600000000△△△△ 電　話 　0548-23-△△△△　 内線（　 　　　）

給
　
与
　
所
　
得
　
者

フ リ ガ ナ 　ハイバラ　キミオ

氏 名 　榛原　君男
（ア） （イ） （ウ）

異  　動
年 月 日

異　動　の　事　由
異 動 後 の 未 徴 収
税 額 の 徴 収 方 法特別徴収税額

（年税額）
徴収済額 未徴収税額

（ア）－（イ） （注)
生 年 月 日 　昭和 41 年 ８ 月 ２ 日

個 人 番 号 　00000000△△△△

記入例 １
　特別徴収継続

給与支払報告
特 別 徴 収 に係る給与所得者異動届出書

　
第
十
八
号
様
式

年 度 １．現年度 　 　　２．新年度 　　　　３．両年度

給
与
支
払
者

義
務
者

特
別
徴
収

所 在 地

〒421-0422

　牧之原市静波△△△－△ｓ
特別徴収義務者
指　定　番　号 　550001

牧之原　市長　　　　殿 宛　名　番　号 　8
フ リ ガ ナ 　マキノハラコウギョウ　

担当者
連 絡 先

所　属 　総務人事

氏 名 又 は 名 称 　牧之原工業　株式会社 氏　名 　牧之原　花子

右から

番号を

事由・理由

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

６

11

12

５

31

10

２ １

右から

番号を

記入

12

△△

10,000



 

 

　② 両年度分の異動届出書を作成する場合、本欄は異動年月日時点で現に特別徴収している特別徴収税額について記載してください。
　③ 両年度分の異動届出書を提出する場合における、現年度分及び新年度分それぞれの異動後の税額については、原則として以下の徴収方法によることを希望しているものとして扱われます。
　　 (現年度分)本欄で選択した徴収方法。 　　(新年度分)「１．特別徴収継続の場合」欄に記載があった場合は新しい勤務先における特別徴収。記載がなかった場合は普通徴収。

３．普通徴収の場合 〇１月１日から４月30日までに退職した場合は、本人の申出がなくても一括
　徴収することが義務付けられています（地方税法 第321条の５第２項）。
〇12月31日以前の退職者について、可能な限り一括徴収をお願いします（退
　職後、国外へ転出する場合は特にご協力ください）。

理
　
由

１．異動が　　　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２．　　　年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため

３．死亡による退職であるため
 ※市町村
　 記入欄

(注) 新年度分又は両年度分の異動届出書を作成する場合における「異動後の未徴収税額の徴収方法」欄等の記載方法
　① 新年度分の異動届出書を作成する場合であって、新しい勤務先において特別徴収されることを希望する場合、本欄は記載せずに、「１．特別徴収継続の場合」欄に必要事項を記載してください。
　　 普通徴収されることを希望する場合、本欄及び各徴収方法欄は記載不要です。

電
話

　
　　　　　　　 内線（　 　　　）

納 入 書 の 要 否
(新規の場合のみ記載)

１．必要　 ２．不要

２．一括徴収の場合   左記の一括徴収した税額は、

 　　　 月分（翌月10日納入期限分）で

  納入します。

理
　
由

１．異動が　　　年12月31日までで、一括徴収の申出があったため

２．異動が　　　年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がないため

徴収予定月日
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

△ 月 △ 日 30,000 円

日
円 円 円

１．特別徴収継続の場合   新しい勤務先へは、

  月割額　　　　　  円を　　　 月分（翌月10日納入期限分）

  から徴収し、納入するよう連絡済みです。

(

特
別
徴
収
義
務
者

)

新
し
い
勤
務
先

特別徴収義務者
指 定 番 号

法 人 番 号

所 在 地
〒 担

当
者
連
絡
先

所
属

フ リ ガ ナ 氏
名

受 給 者 番 号

氏 名 又 は
名 称

（注)
生 年 月 日 　昭和 41 年 ８ 月 ２ 日

異  　動
年 月 日

異　動　の　事　由
異 動 後 の 未 徴 収
税 額 の 徴 収 方 法特別徴収税額

（年税額）
徴収済額

１．退　　職
２．転　　勤
３．休　　職 ・ 長　　欠
４．死　　亡
５．支払少額 ・ 不 定 期
６．合　　併 ・ 解　　散
７．そ の 他

月から 月から 年 １．特 別 徴 収 継 続

２．一   括   徴   収

３．普   通   徴   収
　   （本 人 納 付）

受 給 者 番 号 　12001
１ 月 １ 日
現 在 の
住 所

　牧之原市牧之原△△△-△ 月まで 月まで 月

異 動 後
の 住 所 　同上 90,000 30,000

　
第
十
八
号
様
式

年 度 １．現年度 　 　　２．新年度 　　　　３．両年度

給
与
支
払
者

義
務
者

特
別
徴
収

所 在 地

〒421-0422

　牧之原市静波△△△－△ｓ
特別徴収義務者
指　定　番　号 　550001

宛　名　番　号 　8
フ リ ガ ナ 　マキノハラコウギョウ　

担当者
連 絡 先

所　属 　総務人事

氏 名 又 は 名 称 　牧之原工業　株式会社 氏　名 　牧之原　花子

個 人 番 号
又 は 法 人 番 号 　600000000△△△△ 電　話 　0548-23-△△△△　 内線（　 　　　）

記入例 ２
　一括徴収

給与支払報告
特 別 徴 収 に係る給与所得者異動届出書

牧之原　市長　　　　殿 

　　　　 ○○年○○月○○日 提出

給
　
与
　
所
　
得
　
者

フ リ ガ ナ 　ハイバラ　キミオ

氏 名 　榛原　君男
（ア） （イ） （ウ）

個 人 番 号 　00000000△△△△

120,000

未徴収税額
（ア）－（イ）

右から

番号を

事由・理由

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

６

２

３

５

20

２

１ ２

右から

番号を

記入

３
２

△△

△△



 

 

給与支払報告
特 別 徴 収 に係る給与所得者異動届出書

　
第
十
八
号
様
式

年 度 １．現年度 　 　　２．新年度 　　　　３．両年度

給
与
支
払
者

義
務
者

特
別
徴
収

所 在 地

〒421-0422

　牧之原市静波△△△－△ｓ
特別徴収義務者
指　定　番　号 　550001

牧之原　市長　　　　殿 宛　名　番　号 　8
フ リ ガ ナ 　マキノハラコウギョウ　

担当者
連 絡 先

所　属 　総務人事

氏 名 又 は 名 称 　牧之原工業　株式会社 氏　名 　牧之原　花子　　　　 ○○年○○月○○日 提出

個 人 番 号
又 は 法 人 番 号 　600000000△△△△ 電　話 　0548-23-△△△△　 内線（　 　　　）

給
　
与
　
所
　
得
　
者

フ リ ガ ナ 　ハイバラ　キミオ

氏 名 　榛原　君男
（ア） （イ） （ウ）

異  　動
年 月 日

異　動　の　事　由
異 動 後 の 未 徴 収
税 額 の 徴 収 方 法特別徴収税額

（年税額）
徴収済額 未徴収税額

（ア）－（イ） （注)
生 年 月 日 　昭和 41 年 ８ 月 ２ 日

個 人 番 号 　00000000△△△△ １．退　　職
２．転　　勤
３．休　　職 ・ 長　　欠
４．死　　亡
５．支払少額 ・ 不 定 期
６．合　　併 ・ 解　　散
７．そ の 他

月から 月から 年 １．特 別 徴 収 継 続

２．一   括   徴   収

３．普   通   徴   収
　   （本 人 納 付）

受 給 者 番 号 　12001
１ 月 １ 日
現 在 の
住 所

　牧之原市牧之原△△△-△ 月まで 月まで 月

異 動 後
の 住 所 　同上

日
円 円 円

120,000

60,000 60,000

１．特別徴収継続の場合   新しい勤務先へは、

  月割額　　　　　  円を　　　 月分（翌月10日納入期限分）

  から徴収し、納入するよう連絡済みです。

(

特
別
徴
収
義
務
者

)

新
し
い
勤
務
先

特別徴収義務者
指 定 番 号

法 人 番 号

所 在 地
〒 担

当
者
連
絡
先

所
属

フ リ ガ ナ 氏
名

受 給 者 番 号

氏 名 又 は
名 称

電
話

　
　　　　　　　 内線（　 　　　）

納 入 書 の 要 否
(新規の場合のみ記載)

１．必要　 ２．不要

　② 両年度分の異動届出書を作成する場合、本欄は異動年月日時点で現に特別徴収している特別徴収税額について記載してください。
　③ 両年度分の異動届出書を提出する場合における、現年度分及び新年度分それぞれの異動後の税額については、原則として以下の徴収方法によることを希望しているものとして扱われます。
　　 (現年度分)本欄で選択した徴収方法。 　　(新年度分)「１．特別徴収継続の場合」欄に記載があった場合は新しい勤務先における特別徴収。記載がなかった場合は普通徴収。

記入例 ３
　普通徴収

３．普通徴収の場合 〇１月１日から４月30日までに退職した場合は、本人の申出がなくても一括
　徴収することが義務付けられています（地方税法 第321条の５第２項）。
〇12月31日以前の退職者について、可能な限り一括徴収をお願いします（退
　職後、国外へ転出する場合は特にご協力ください）。

理
　
由

１．異動が　　　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２．　　　年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため

３．死亡による退職であるため
 ※市町村
　 記入欄

(注) 新年度分又は両年度分の異動届出書を作成する場合における「異動後の未徴収税額の徴収方法」欄等の記載方法
　① 新年度分の異動届出書を作成する場合であって、新しい勤務先において特別徴収されることを希望する場合、本欄は記載せずに、「１．特別徴収継続の場合」欄に必要事項を記載してください。
　　 普通徴収されることを希望する場合、本欄及び各徴収方法欄は記載不要です。

２．一括徴収の場合   左記の一括徴収した税額は、

 　　　 月分（翌月10日納入期限分）で

  納入します。

理
　
由

１．異動が　　　年12月31日までで、一括徴収の申出があったため

２．異動が　　　年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がないため

徴収予定月日
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

月 日 円

右から

番号を

事由・理由

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

６

11

12

５

30

11

１ ３

右から

番号を

記入

１

△△

△△



　※市 処理欄

〒421-0422

市長

提出

期まで 月分から
〒421-0000 納付済 年

(   8 月 10 日納期分)

月
〒 特別徴収を開始します。

日

１.入社したため

２.本人から特別徴収にする希望があったため

３.その他(                                                  )

１．普通徴収の納期限を過ぎたものは特別徴収への切替ができません。必ず本人が納めるようお伝えください。

(普通徴収の納期限は年４回あるため、特別徴収への切替は、余裕をもって行ってください。)

２．重複納付を防ぐため、本人の普通徴収納期限未到来分の納付書を添付してください。(既に納付済みのものや、口座振替の場合は不要です。)

３．用紙が足りない場合は、コピーしてお使いください。

◎送付先 〒421-0495 牧之原市静波447-1 牧之原市役所　税務課 (電話　0548-23-0035）

生年月日 昭和・平成・令和 38 年 9 月 11 日 42,000 30,000

1月1日
現在の
住所 牧之原市布引原○○○ｰ○

12,000

現在の
住所 同上 円

注意事項

※記載のない場合は、提出月の翌々月から
　開始とさせていただききます。

異動理由 月割額の連絡

　必要な場合のみ記入してください。

　　6月　15日までに連絡が必要

※電話での連絡のみ対応いたします。

給　　与　　所　　得　　者

特別徴収開始予定月フリガナ サガラ　ハナミ 旧姓

氏名 相良　花見
円 円

(ア)及び(イ)の金額は、本人宛に送付された「市民税・県民税納税通知書」を確認のうえ、記入してください。

事前通知

この届出に
係る連絡先

係
氏名

総務人事
牧之原　花子  ○○年  ○○月○○日

電話 （0548）23-△△△△

新
規

0 0 0

指定番号
要・不要 納入書 要・不要

0 △ △ △ △0 0 0 0

氏名又は
名称

　牧之原工業　株式会社

牧之原
　牧之原静波△△△-△

　マキノハラコウギョウ　カブシキガイシャ 法人番号
（法人の場合）

6

給
与
支
払
者

（

特
別
徴
収
義
務
者
）

50001

記入例　４

普通徴収から特別徴収への切替届出書

(兼特別徴収義務者切替依頼書)
1. 現年度　　2. 新年度　  3.　両年度

特別徴収義務

指 定 番 号
所在地

異動年月日

○○

7

10

（ア）

普通徴収税額
(年税額）

（ウ）

未徴収税額
（ア〕-（イ）

1
7

フリガナ

（イ）

普通徴収済額
※未納の場合は納期到来分



※市  処理欄

（あて先）

○○年○○月○○日
提出

◎変更があった場合は速やかに提出してください。
◎変更する事項のみ記入してください。ただし、代表者のみの変更の場合は提出不要です。
◎誤読を避けるため、フリガナは必ずつけてください。

１.旧特別徴収義務者の指定番号（　　　　　　）を継続使用する。

２.合併・吸収・分割先の指定番号（　　　　　　）を使用する。

３.新規に指定番号を取得する。

記入例　５

特別徴収義務者の所在地･名称等変更届出書

△ △ △

氏名又は名称 　牧之原工業　株式会社

給

与

支

払

者

　牧之原市静波△△△－△牧 之 原 市 長

フリガナ 　マキノハラコウギョウ　カブシキガイシャ

法人番号
(法人の場合)

0 0 △

フ リ ガ ナ

6 0 0 0 0 0 0

変更年月日   ○○年　□□月　△△日

事項 変更前（旧） 変更後（新）

こ
の
届
出
に
係
る

連
絡
先

1. 現年度　2. 新年度  3.　両年度

（

特
別
徴
収
義
務
者
）

所在地
〒421-0422

50001

係
氏名

総務人事
牧之原　花子

電話 （0548）23-△△△△

所 在 地
〒421-0422 〒421-0522

　牧之原市静波△△△－△ 　牧之原市相良□□□－□

フ リ ガ ナ

名 称

フ リ ガ ナ

方 書

）・無

電 話 番 号 （0548）23-△△△△ （0548）53-□□□□

関係書類送付先 〒 〒
上記所在地と異なる場
合に記入してください。

合併・吸収・分割先
の名称 特別徴収義務者 有（

指 定 番 号

変更理由

該当の□にレを記
入してください。

（注）合併の場合は、「給与支払報告書・特別徴収に係る給与所得者異動届出書」も、必ず提出してください。

合併・吸収・分割後の指定番号 合併・吸収・分割後の納入開始時期
納入書

要・不要

合併・吸収及
び分割の場合
に記入してく
ださい。

法人番号(法人の場合)

特別徴収義務者

指 定 番 号

□事務所等の廃止

□社名変更

□分割による変更

□事務所等が移転(登記簿変更有)

□徴収の一本化

１.名称変更

２.所在地変更

３.その他

年 月分

納期（ 月 日）から納入予定

□その他（ ）

□合併による変更（□旧社名の法人は登記上存続し社名変更 □旧社名の法人は登記上解散し合併された）

□その他（ ）

□その他（ ）

□事業の休止

□送付先変更(登記簿変更無)

□事業の廃止

レ



① 円 円 円 円 人

② ③

③ ④

④ ⑤

⑤ ⑥

⑥ ⑦

⑦ ⑧

⑧ ⑨

⑨ ⑩

⑩ ⑪

⑪ ⑫

⑫

特別徴収義務者の控えとしてご利用ください。 市より変更通知が送達された場合は月割額（税額の現計）を照合してください。

6,7月分月割額の増減は本表上段の月割額に対する増減を、8月分以降は前月に対する増減を記入してください。

退職・転勤等の異動があったときは、「給与所得者異動届」を提出してください。

特別徴収税額差引簿
県民税

市名 特別徴収人員 年税額
月割額

市民税
記入例　6 年度

月  割
月割額

退職所得に 異動又は税額変更による増減 差引納入額

特別徴収義務者指定番号
６月分 ７月以降分

牧之原市 12
人

1,470,000
円 ①

150,000
円 ②

120,000
円

50001

特別徴
異動理由及び氏名 納入期限

(ア) 係る徴収額 (イ) 増額 (ウ) 減額 (エ) (ア)+(イ)+(ウ)-(エ) 収人員

6/15退職　　太平　洋 ○○年 7月 10日

７月 120,000 10,000 110,000 11 ○○年 8月 10日

６月 150,000
円

150,000 12

11月 年 月 日

12月 年 月 日

１月 年 月 日

7/10就職　　日本　海 ○○年 9月 10日

９月 年 月 日

10月 年 月 日

８月 110,000 5,800 115,800 12

５月 年 月 日

合計

２月 年 月 日

３月 年 月 日

４月 年 月 日



 

 

　② 両年度分の異動届出書を作成する場合、本欄は異動年月日時点で現に特別徴収している特別徴収税額について記載してください。
　③ 両年度分の異動届出書を提出する場合における、現年度分及び新年度分それぞれの異動後の税額については、原則として以下の徴収方法によることを希望しているものとして扱われます。
　　 (現年度分)本欄で選択した徴収方法。 　　(新年度分)「１．特別徴収継続の場合」欄に記載があった場合は新しい勤務先における特別徴収。記載がなかった場合は普通徴収。

理
　
由

１．異動が　　　年12月31日までで、一括徴収の申出があったため

２．異動が　　　年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がないため 円月 日

(注) 新年度分又は両年度分の異動届出書を作成する場合における「異動後の未徴収税額の徴収方法」欄等の記載方法
　① 新年度分の異動届出書を作成する場合であって、新しい勤務先において特別徴収されることを希望する場合、本欄は記載せずに、「１．特別徴収継続の場合」欄に必要事項を記載してください。
　　 普通徴収されることを希望する場合、本欄及び各徴収方法欄は記載不要です。

理
　
由

２．　　　年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため

３．普通徴収の場合

１．異動が　　　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

３．死亡による退職であるため
 ※市町村
　 記入欄

〇１月１日から４月30日までに退職した場合は、本人の申出がなくても一括
　徴収することが義務付けられています（地方税法 第321条の５第２項）。
〇12月31日以前の退職者について、可能な限り一括徴収をお願いします（退
　職後、国外へ転出する場合は特にご協力ください）。

徴収予定月日

牧之原　市長　　　　殿 

生 年 月 日

氏 名
（ウ）

給
与
支
払
者

義
務
者

特
別
徴
収

２．一括徴収の場合

特別徴収義務者
指 定 番 号

給
　
与
　
所
　
得
　
者

　　　年 　 　月 　 　日

（イ）
徴収済額 未徴収税額

（ア）－（イ）

異  　動
年 月 日

所　属

氏　名

電　話

担当者
連 絡 先

所 在 地

フ リ ガ ナ

給与支払報告
特 別 徴 収

氏
名

１．必要　 ２．不要

個 人 番 号

受 給 者 番 号
１ 月 １ 日
現 在 の
住 所

異 動 後 の 未 徴 収
税 額 の 徴 収 方 法

（注)

円 円円

年 度 １．現年度 　 　　２．新年度 　　　　３．両年度

内線（　 　　　）

（ア）
特別徴収税額
（年税額）

異　動　の　事　由

　年　　月　　日 提出 

フ リ ガ ナ

(

特
別
徴
収
義
務
者

)

新
し
い
勤
務
先

法 人 番 号

所
属

月まで

徴収予定額
（上記（ウ）と同額）

内線（　 　　　）

受 給 者 番 号

電
話

  左記の一括徴収した税額は、

 　　　 月分（翌月10日納入期限分）で

  納入します。

　
第
十
八
号
様
式

〒 特別徴収義務者
指　定　番　号

宛　名　番　号

に係る給与所得者異動届出書

所 在 地

フ リ ガ ナ

氏 名 又 は 名 称

個 人 番 号
又 は 法 人 番 号

１．特 別 徴 収 継 続

２．一   括   徴   収

３．普   通   徴   収
　   （本 人 納 付）

異 動 後
の 住 所

納 入 書 の 要 否
(新規の場合のみ記載)

１．特別徴収継続の場合   新しい勤務先へは、

  月割額　　　　　  円を　　　 月分（翌月10日納入期限分）

  から徴収し、納入するよう連絡済みです。

日

１．退　　職
２．転　　勤
３．休　　職 ・ 長　　欠
４．死　　亡
５．支払少額 ・ 不 定 期
６．合　　併 ・ 解　　散
７．そ の 他

月から

月まで

年

月

月から

氏 名 又 は
名 称

〒 担
当
者
連
絡
先

右から

番号を

事由・理由

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

右から

番号を

記入



　※市 処理欄

市長

     年   月   日

提出

期まで 月分から

納付済 年

(     月　　日納期分)

月

特別徴収を開始します。

日

１.入社したため

２.本人から特別徴収にする希望があったため

３.その他(                                                  )

１．普通徴収の納期限を過ぎたものは特別徴収への切替ができません。必ず本人が納めるようお伝えください。

(普通徴収の納期限は年４回あるため、特別徴収への切替は、余裕をもって行ってください。)

２．重複納付を防ぐため、本人の普通徴収納期限未到来分の納付書を添付してください。(既に納付済みのものや、口座振替の場合は不要です。)

３．用紙が足りない場合は、コピーしてお使いください。

◎送付先 〒421-0495 牧之原市静波447-1 牧之原市役所　税務課 (電話　0548-23-0035）

指定番号

1. 現年度　　2. 新年度　  3.　両年度

要・不要納入書

新
規

事前通知
要・不要

法人番号
（法人の場合）

この届出に
係る連絡先

係
氏名

電話

1月1日
現在の
住所

現在の
住所

氏名又は
名称

普通徴収から特別徴収への切替届出書

(兼特別徴収義務者切替依頼書)

給
与
支
払
者

（

特
別
徴
収
義
務
者
）

〒

フリガナ

(ア)及び(イ)の金額は、本人宛に送付された「市民税・県民税納税通知書」を確認のうえ、記入してください。

牧之原

円

〒

旧姓

※記載のない場合は、提出月の翌々月から
　開始とさせていただききます。

円

特別徴収開始予定月

昭和・平成・令和　　年　　月　　日

給　　与　　所　　得　　者

氏名

円

〒

生年月日

注意事項

異動理由 月割額の連絡

　必要な場合のみ記入してください。

　　　月　　日までに連絡が必要

※電話での連絡のみ対応いたします。

特別徴収義務

指 定 番 号
所在地

異動年月日

（ア）

普通徴収税額
(年税額）

（ウ）

未徴収税額
（ア〕-（イ）

フリガナ

（イ）

普通徴収済額
※未納の場合は納期到来分



※市  処理欄

（あて先）

   年   月   日
提出

◎変更があった場合は速やかに提出してください。
◎変更する事項のみ記入してください。ただし、代表者のみの変更の場合は提出不要です。
◎誤読を避けるため、フリガナは必ずつけてください。

１.旧特別徴収義務者の指定番号（　　　　　　）を継続使用する。

２.合併・吸収・分割先の指定番号（　　　　　　）を使用する。

３.新規に指定番号を取得する。

（注）合併の場合は、「給与支払報告書・特別徴収に係る給与所得者異動届出書」も、必ず提出してください。

変更前（旧） 変更後（新）

  　　　年　　　月　　　日

所在地

フリガナ

法人番号
(法人の場合)

変更年月日

こ
の
届
出
に
係
る

連
絡
先

〒 〒

合併・吸収及
び分割の場合
に記入してく
ださい。

1. 現年度　2. 新年度  3.　両年度

上記所在地と異なる場
合に記入してください。

電 話 番 号

フ リ ガ ナ

方 書

事項

所 在 地

フ リ ガ ナ

フ リ ガ ナ

〒 〒

牧 之 原 市 長

名 称

特別徴収義務者 ）・無
指 定 番 号

有（

関係書類送付先

要・不要

合併・吸収・分割後の納入開始時期合併・吸収・分割後の指定番号
納入書

変更理由

該当の□にレを記
入してください。

合併・吸収・分割先
の名称

法人番号(法人の場合)

〒

特別徴収義務者の所在地･名称等変更届出書

（

特
別
徴
収
義
務
者
）

給

与

支

払

者
電話

係
氏名

氏名又は名称

特別徴収義務者

指 定 番 号

□事務所等の廃止

□社名変更

□分割による変更

□事務所等が移転(登記簿変更有)

□徴収の一本化

１.名称変更

２.所在地変更

３.その他

年 月分

納期（ 月 日）から納入予定

□その他（ ）

□合併による変更（□旧社名の法人は登記上存続し社名変更 □旧社名の法人は登記上解散し合併された）

□その他（ ）

□その他（ ）

理由が２.３.の場合は、給与所得者

異動届出書を別途提出してください。

□事業の休止

□送付先変更(登記簿変更無)

□事業の廃止



① 円 円 円 円 円 人

② ③

③ ④

④ ⑤

⑤ ⑥

⑥ ⑦

⑦ ⑧

⑧ ⑨

⑨ ⑩

⑩ ⑪

⑪ ⑫

⑫

特別徴収義務者の控えとしてご利用ください。 市より変更通知が送達された場合は月割額（税額の現計）を照合してください。

6,7月分月割額の増減は本表上段の月割額に対する増減を、8月分以降は前月に対する増減を記入してください。

退職・転勤等の異動があったときは、「給与所得者異動届」を提出してください。

月  割

円① ②
牧之原市

(イ)
月割額

退職所得に
(ア) 係る徴収額

４月

５月

合計

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

市名

人 円

特別徴収人員 年税額

市民税

県民税

年 月 日

年 月 日

収人員
特別徴

(ア)+(イ)+(ウ)-(エ)
異動又は税額変更による増減

６月分 ７月以降分
特別徴収義務者指定番号

円

年 月 日

年 月 日

年 月 日

納入期限

月割額

増額
異動理由及び氏名

年度 特別徴収税額差引簿

(ウ) 減額 (エ)
差引納入額

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日


